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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　菱形金網製の底面網及び側面網を有する容器型の篭本体に連結用線条を取り付けた石詰
篭であって、
　前記菱形金網は、針金を扁平螺旋形状に折曲して形成した列線の折曲部同士を順次連繋
することにより形成され、
　前記連結用線条は、第１端が篭本体の内部において前記底面網を形成する菱形金網の列
線に固定されると共に、反対側の第２端が篭本体の側面又は上面を通じて該篭本体の外部
に延出し、該第２端が隣接する石詰篭の連結用線状の第２端に連結されることを特徴とす
る連結用線条付き石詰篭。
【請求項２】
　複数の前記連結用線条が、篭本体の中央に対して互いに相対する位置を占めるように配
設されていることを特徴とする請求項１に記載の連結用線条付き石詰篭。
【請求項３】
　前記篭本体は、矩形の底面網と、相対する矩形の前部側面網及び後部側面網と、相対す
る矩形の左部側面網及び右部側面網とを有する四角い容器形をなし、
　前記連結用線条は、前記篭本体の中央より前部側面網寄りの位置及び後部側面網寄りの
位置、及び／又は、前記篭本体の中央より左部側面網寄りの位置及び右部側面網寄りの位
置に、それぞれ複数配設されている、
ことを特徴とする請求項１又は２に記載の連結用線条付き石詰篭。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、現場に設置したときの相互連結が容易な石詰篭に関するものであり、更に詳
しくは、隣接する石詰篭同士を連結用線条によって簡単かつ強固に連結することができる
連結用線条付き石詰篭に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば特許文献１に開示されているように、海岸、河岸、湖岸等の岸辺に護岸壁を構築
したり、傾斜地の法面に補強壁を構築したりする場合に、石詰篭（蛇篭）が使用される。
この石詰篭は、菱形金網によって四角い容器形や円筒形などに形成されたもので、内部に
栗石を充填した状態で岸辺や法面に沿って前後、左右に並べたり、上下に段積したりする
ことにより、前記護岸壁や補強壁等の擁壁が構築される。その際、石詰篭の位置ずれを防
止して前記擁壁の強度を高めるため、隣接する石詰篭同士を適宜の方法で互いに連結して
いる。
【０００３】
　前記石詰篭同士の連結は、一般に、該石詰篭の縁に取り付けられている枠線同士を針金
で結束するか、側面網における菱形金網の列線同士を針金で結束するなどの方法により行
われている。
　しかし、このように針金で枠線同士あるいは列線同士を結束する方法は、別途用意した
針金を使用し、この針金を石詰篭の網目に挿通して前記枠線や列線に巻き付けることによ
り行わなければならないため、作業が面倒で手間がかかる。しかも、石詰めすることで大
重量化した石詰篭相互間に相対的に位置ずれする方向の力が作用した場合に、前記針金で
結束した枠線や列線に強大な力が局部的に作用し、該枠線や列線が大きく変形したり破断
したりして石詰篭の損傷を招きやすい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－１８２９５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の技術的課題は、隣接する石詰篭同士を該石詰篭に予め固定した連結用線条によ
って簡単かつ強固に連結できるようにすることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するため、本発明によれば、菱形金網製の底面網及び側面網を有する容
器型の篭本体に連結用線条を取り付けた石詰篭であって、前記菱形金網は、針金を扁平螺
旋形状に折曲して形成した列線の折曲部同士を順次連繋することにより形成され、前記連
結用線条は、第１端が篭本体の内部において前記底面網を形成する菱形金網の列線に固定
されると共に、反対側の第２端が篭本体の側面又は上面を通じて該篭本体の外部に延出し
、該第２端が隣接する石詰篭の連結用線状の第２端に連結されることを特徴とする連結用
線条付き石詰篭が提供される。
　本発明においては、複数の前記連結用線条が、篭本体の中央に対して互いに相対する位
置に配設されていることが望ましい。
　本発明において好ましくは、前記篭本体が、矩形の底面網と、相対する矩形の前部側面
網及び後部側面網と、相対する矩形の左部側面網及び右部側面網とを有する四角い容器形
をなし、前記連結用線条は、前記篭本体の中央より前部側面網寄りの位置及び後部側面網
寄りの位置、及び／又は、前記篭本体の中央より左部側面網寄りの位置及び右部側面網寄
りの位置に、それぞれ複数配設されていることである。
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【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、予め石詰篭に取り付けた連結用線条を用いて石詰篭同士を相互に連結
することにより、隣接する石詰篭同士を簡単に連結することができる。特に、前記連結用
線条の第１端が固定されている底面網は、その全面に栗石の重量が作用して非常に安定し
た状態にあるため、前記連結用線条を通じて大きな力が作用しても、変形や位置ずれを生
じたり列線が局部的に変形したりすることがなく、前記連結用線条を確実かつ安定的に支
持することができ、このため、前記連結用線条で石詰篭を相互に連結することにより、そ
の連結状態は安定し、石詰篭相互の位置ずれが確実に防止されることになる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明に係る石詰篭の第１実施形態を示す斜視図である。
【図２】図１の石詰篭の内部に栗石を充填し、隣接する石詰篭同士を長さ方向（左右方向
）に連結した状態を前部側面網側から見た部分正面図である。
【図３】図２に示す石詰篭連結体の平面図で、栗石は省略されている。
【図４】菱形金網の部分拡大図である。
【図５】本発明に係る石詰篭の第２実施形態を示す斜視図である。
【図６】図５の石詰篭を幅方向（前後方向）に複数連結した状態を示す部分平面図で、栗
石は省略されている。栗石は省略されている。
【図７】本発明に係る石詰篭の第３実施形態を示す斜視図である。
【図８】図７の石詰篭を長さ方向（左右方向）に複数連結した状態を前部側面網側から見
た部分正面図で、栗石は省略されている。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　図１－図３には本発明に係る連結用線条付き石詰篭の第１実施形態が示されている。こ
の石詰篭１Ａは、菱形金網からなる容器型の篭本体２に複数の連結用線条３，４，５，６
を取り付けることにより形成されている。
　前記菱形金網は、図４に部分的に示すように、針金を扁平螺旋形状に折曲して形成した
列線１０の折曲部１０ａ同士を順次連繋することにより形成されたものである。
【００１０】
　前記篭本体２は、菱形金網で形成された矩形の底面網１３と、菱形金網で形成された矩
形の相対する前部側面網１４ａ及び後部側面網１４ｂと、菱形金網で形成された矩形の相
対する左部側面網１５ａ及び右部側面網１５ｂと、必要に応じて取り付けられる菱形金網
製の上面網（不図示）とからなっていて、前記前部側面網１４ａと後部側面網１４ｂとを
結ぶ前後方向の篭幅より、前記左部側面網１５ａと右部側面網１５ｂとを結ぶ左右方向の
篭幅の方が長い四角い矩形の箱形に形成され、内部に骨材としての栗石１６（図２参照）
を充填した状態で護岸壁の構築現場や法面補強壁の構築現場等に設置されるものである。
しかし、篭幅の大小関係は前記の場合と逆であっても良く、前後方向の篭幅と左右方向の
篭幅が等しくても構わない。
【００１１】
　前記底面網１３と前後の側面網１４ａ，１４ｂ及び左右の側面網１５ａ，１５ｂとは、
各々を個別に形成して相互に連結しても良いが、例えば底面網１３の列線１０の向きが前
後の側面網１４ａ，１４ｂの列線１０の向きと同じである場合には、これら底面網１３と
前後の側面網１４ａ，１４ｂとを一連の菱形金網によって一体に形成することもできる。
また、前記底面網１３と各側面網１４ａ，１４ｂ，１５ａ，１５ｂとの連結や、隣接する
側面網同士の連結は、これら底面網１３及び各側面網１４ａ，１４ｂ，１５ａ，１５ｂの
外周を取り囲む針金製の外周枠１７の互いに対応する枠辺同士を、スクリューストッパー
のような連結金具１８で結束することにより行われる。
【００１２】
　前記連結用線条３，４，５，６は、針金やワイヤーロープなどの金属製線材かあるいは
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合成繊維製線材のような、高強度で可撓性を有する線材からなるもので、一方の第１端３
ａ，４ａ，５ａ，６ａが前記篭本体２の内部において前記底面網１３の一部に固定される
と共に、他方の第２端３ｂ，４ｂ，５ｂ，６ｂが該篭本体２の内部を上向きあるいは斜め
上向きに延びたあと該篭本体２の上面又は側面を通じて外部に延出し、該第２端３ｂ，４
ｂ，５ｂ，６ｂが隣接する同じ構成の石詰篭の連結用線条の第２端に連結されるものであ
る。前記連結用線条３，４，５，６は、前記菱形金網を形成する列線１０と同じ線材で形
成することが好ましい。
【００１３】
　前記連結用線条３，４，５，６は、前記篭本体２の中央に対して互いに相対する位置に
配設されている。即ち、連結用線条３及び４が、篭本体２の幅方向の中央より前部側面網
１４ａ寄りの位置と後部側面網１４ｂ寄りの位置とにそれぞれ複数かつ互いに同数（図示
の例では２本）配設されると共に、連結用線条５及び６が、篭本体２の長さ方向の中央よ
り左部側面網１５ａ寄りの位置と右部側面網１５ｂ寄りの位置とにそれぞれ複数かつ互い
に同数（図示の例では２本）配設されている。そして、前部側面網１４ａ寄りの位置にあ
る連結用線条３（「前部線条」と言う）と後部側面網１４ｂ寄りの位置にある連結用線条
４（「後部線条」と言う）とが、篭本体２の幅方向の中央に対して互いに相対する位置を
占め、左部側面網１５ａ寄りの位置にある連結用線条５（「左部線条」と言う）と右部側
面網１５ｂ寄りの位置にある連結用線条６（「右部線条」と言う）とが、篭本体２の長さ
方向の中央に対して互いに相対する位置を占めている。
【００１４】
　また、前記前部線条３及び後部線条４は、前記前部側面網１４ａ及び後部側面網１４ｂ
の高さ方向の中間位置から各側面網１４ａ，１４ｂの網目を通して外部に延出し、前記左
部線条５及び右部線条６は、前記左部側面網１５ａ及び右部側面網１５ｂの上端を乗り越
える形で篭本体２の上面を通じて外部に延出している。前記篭本体２に上面網が取り付け
られている場合、前記左部線条５及び右部線条６の第２端５ｂ及び６ｂは、該上面網の網
目を通じて外部に延出されることになる。
【００１５】
　前記連結用線条３，４，５，６の第１端３ａ，４ａ，５ａ，６ａを底面網１３に固定す
る場所は、図４に示すように、隣接する列線１０の折曲部１０ａが係合し合う連繋部１１
であることが望ましい。しかし、該連繋部１１以外の場所で列線１０に固定しても構わな
い。また、前記連結用線条３，４，５，６は、図４に２点鎖線で示すように、少なくとも
１つの網目を跨ぐような形で、複数の連繋部１１又は複数の列線１０に跨って固定するこ
ともできる。
　更に、相対する前記前部線条３と後部線条４、及び左部線条５と右部線条６とは、篭本
体２の中央に対して正確に相対する位置を占めている必要はなく、前記連繋部１１や列線
１０の配置等の関係で、篭本体２の中央からの距離又は位置が互いに若干異なっていても
構わない。
【００１６】
　前記構成を有する石詰篭１Ａは、図２に示すように、内部に栗石１６を充填した状態で
現場に設置され、隣接する石詰篭１Ａ，１Ａ同士が、対応する連結用線条３，４，５，６
の第２端３ｂ，４ｂ，５ｂ，６ｂ同士を相互に結着することにより連結される。図２及び
図３には、前記石詰篭１Ａを長さ方向（左右方向）に連結して形成された石詰篭連結体の
一部が示されており、この例では、隣接する２つの石詰篭１Ａ，１Ａのうち、一方の石詰
篭１Ａの左部側面網１５ａ寄りの位置にある前部線条３の第２端３ｂと、他方の石詰篭１
Ａの右部側面網１５ｂ寄りの位置にある前部線条３の第２端３ｂとが相互に結着されると
共に、一方の石詰篭１Ａの左部側面網１５ａ寄りの位置にある後部線条４の第２端４ｂと
、他方の石詰篭１Ａの右部側面網１５ｂ寄りの位置にある後部線条４の第２端４ｂとが相
互に結着され、且つ、一方の石詰篭１Ａの左部線条５の第２端５ｂと他方の石詰篭１Ａの
右部線条６の第２端６ｂとが相互に結着されている。
【００１７】
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　このように、予め石詰篭１Ａに取り付けておいた連結用線条３，４，５，６同士を石詰
め後に相互に結着することにより、隣接する石詰篭１Ａ，１Ａ同士を簡単且つ強固に連結
することができる。特に、前記連結用線条３，４，５，６の第１端３ａ，４ａ，５ａ，６
ａが固定されている底面網１３は、その全面に前記栗石１６の重量が作用することによっ
て非常に安定した状態にあるため、前記連結用線条３，４，５，６を通じて大きな力が作
用しても、変形や位置ずれを生じたり列線１０が局部的に変形したりすることがなく、前
記連結用線条３，４，５，６を確実かつ安定的に支持することができる。このため、前記
連結用線条３，４，５，６で石詰篭１Ａを相互に連結することにより、その連結状態は安
定し、石詰篭１Ａ相互の位置ずれが確実に防止される。
【００１８】
　図５は石詰篭の第２実施形態を示すもので、この第２実施形態の石詰篭１Ｂが前記第１
実施形態の石詰篭１Ａと相違する点は、前部線条３及び後部線条４の第２端３ｂ及び４ｂ
が、前部側面網１４ａ及び後部側面網１４ｂの上端を乗り越える形で篭本体２の上面を通
じて外部に延出し、左部線条５及び右部線条６の第２端５ｂ及び６ｂが、左部側面網１５
ａ及び右部側面網１５ｂの高さ方向の中間位置から網目を通して外部に延出している点で
ある。その他の構成については前記第１実施形態と同じである。
　この第２実施形態の石詰篭１Ｂは、図６に示すように、該石詰篭１Ｂを幅方向（前後方
向）に連結する場合に適している。
【００１９】
　図７は石詰篭の第３実施形態を示すもので、この第３実施形態の石詰篭１Ｃが前記第１
実施形態の石詰篭１Ａと異なる点は、前部線条３及び後部線条４が、前部側面網１４ａ及
び後部側面網１４ｂの上下異なる位置から複数段（図示の例では２段）に延出しているこ
とである。このため、底面網１３における前記前部線条３及び後部線条４の各固定位置に
は、それぞれ複数（図示の例では２本）の前部線条３，３の第１端３ａ，３ａび複数の後
部線条４，４の第１端４ａ，４ａが集中的に固定され、各固定位置から延びる複数の前部
線条３，３の第２端３ｂ，３ｂ及び後部線条４，４の第２端４ｂ，４ｂが、前記前部側面
網１４ａ及び後部側面網１４ｂの上下方向の異なる網目を通して篭本体２の外部に延出し
ている。
【００２０】
　なお、前記各固定位置に複数の前部線条３の第１端３ａ及び複数の後部線条４の第１端
４ａをそれぞれ集中的に固定する場合、必ずしも１つの連繋部１１あるいは列線１０にま
とめて固定する必要はなく、近接する連繋部１１あるいは列線１０に分散して固定するこ
ともできる。
【００２１】
　この第３実施形態の石詰篭１Ｃを使用すれば、図８に示すように、前部側面網１４ａ及
び後部側面網１４ｂの上下異なる位置から延出する前部線条３及び後部線条４により、隣
接する石詰篭１Ａを上下複数箇所で相互に連結することができる。
　この第３実施形態の前記以外の構成及び作用は、実質的に前記第１実施形態の場合と同
じである。
【００２２】
　また、前記第３実施形態の石詰篭１Ｃに、図７に２点鎖線で示すように、別の前部線条
３Ａ及び後部線条４Ａを、前部側面網１４ａ及び後部側面網１４ｂの上端を乗り越える形
で篭本体２の上面を通じて外部に延出するように加えることもできる。このような前部線
条３Ａ及び後部線条４Ａを加えた場合には、該石詰篭１Ｃを長さ方向（左右方向）に連結
した石詰篭連結体（図３参照）を、横に複数列並べて設置する場合に、隣接する石詰篭連
結体における石詰篭１Ｃ，１Ｃ同士を、前記前部線条３Ａの第２端３ｂと後部線条４Ａの
第２端４ｂとを相互に結着することにより、相互に連結することができる。
　前記前部線条３Ａ及び後部線条４Ａは、前記前部線条３及び後部線条４と別の位置に固
定することもできる。
【００２３】
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　前記各実施形態の石詰篭１Ａ－１Ｃは、上下に段積して設置した場合でも、前記連結用
線条３，４，５，６によって相互に連結することができる。特に、図７に示す第３実施形
態の石詰篭１Ｃの場合は、側面網１４ａ，１４ｂから延出する上下２つの前部線条３，３
及び後部線条４，４のうち、上方の前部線条３及び後部線条４を上段の石詰篭１Ｃとの連
結に使用し、下方の前部線条３及び後部線条４を下段の石詰篭１Ｃとの連結に使用するこ
とにより、３段以上段積した石詰篭１Ｃを順次連結することができる。
【００２４】
　また、石詰篭を前後及び左右に並設すると同時に上下に段積して設置する場合には、各
石詰篭に、前後、左右、上下に隣接する石詰篭同士を相互に連結するために必要な連結用
線条を、前記第１－第３実施形態の石詰篭１Ａ－１Ｃに示すような様々な態様で、篭本体
の必要な位置に必要な本数だけ取り付ければ良い。
【００２５】
　前記各実施形態においては、複数の連結用線条３，３Ａ，４，４Ａ，５，６が篭本体２
の側面及び上面の両方から外部に延出しているが、石詰篭の連結態様によっては、連結用
線条を篭本体２の側面だけ又は上面だけから外部に延出させることもできる。
【００２６】
　前記各実施形態においては、石詰篭に取り付けた連結用線条同士を相互に結着すること
によって隣接する石詰篭同士を連結するようにしているが、一方の石詰篭に取り付けた連
結用線条の第２端を他方の石詰篭における側面網の列線や外周枠等に結着することによっ
て石詰篭同士を相互に連結することもできる。この場合、篭本体には、必要な場所に少な
くとも１本の連結用線条を取り付けておけば良い。この連結方法では、隣接する石詰篭の
列線同士を直接針金で連結する場合に比べ、十分大きな連結強度を得ることができる。
【００２７】
　なお、前記各実施形態では、四角い篭本体を用いて形成された角形の石詰篭が示されて
いるが、円筒形の石詰篭や短円柱形をした石詰篭（だるま篭）など角形の石詰篭以外にも
本発明は適用することができる。
【符号の説明】
【００２８】
　　１Ａ，１Ｂ，１Ｃ　　　石詰篭
　　２　　　篭本体
　　３，３Ａ，４，４Ａ，５，６　　　連結用線条
　　３ａ，４ａ，５ａ，６ａ　　　第１端
　　３ｂ，４ｂ，５ｂ，６ｂ　　　第２端
　１３　　　底面網
　１４ａ　　　前部側面網
　１４ｂ　　　後部側面網
　１５ａ　　　左部側面網
　１５ｂ　　　右部側面網



(7) JP 5400860 B2 2014.1.29

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】 【図６】



(8) JP 5400860 B2 2014.1.29

【図７】

【図８】



(9) JP 5400860 B2 2014.1.29

10

フロントページの続き

(72)発明者  三好　章吾
            香川県高松市上福岡町８８８番地　瀬戸内金網商工株式会社内
(72)発明者  山口　貴幸
            香川県高松市上福岡町８８８番地　瀬戸内金網商工株式会社内

    審査官  石村　恵美子

(56)参考文献  実公昭２６－００６６６３（ＪＰ，Ｙ１）　　
              特開２００４－１６９４０４（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｅ０２Ｂ　　　３／０８　　　　
              Ｅ０２Ｄ　　１７／２０　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

